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Ａ－１．託送供給等収支の算定結果
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 電気事業法および経済産業省令「電気事業託送供給等収支計算規則」に基づき２０１８
年度の託送供給等収支を算定した結果、送配電部門の当期純利益は２６５億円、当期
超過利潤は１２億円（利潤）となりました。

項 目 金 額
営業収益 (1) 6,908
営業費用 (2) 6,419
営業利益 (3)=(1)-(2) 489
営業外損益 (4) ▲123
特別損益 (5) ー
税引前当期純利益(6)=(3)+(4)+(5) 365
法人税等 (7) 101

当期純利益 (8)=(6)-(7) 265

【送配電部門収支】 （単位：億円）
項 目 金 額

当期純利益 (8) 265
事業報酬額 (9) 375
財務費用 (10) 137
財務収益 (11) 22
事業外損益 (12) ▲8
特別損益 (13) ー
その他調整額 (14) 1
当期超過利潤額（又は欠損額）
(15)=(8)-(9)+(10)-(11)-(12)-(13)-(14) 12

【超過利潤（又は欠損）】 （単位：億円）

(注) 金額の端数処理は四捨五入としているため、合計・差引等が一致しないことがある。（以降、同様）
また、2019年7月に当社が公表した金額は、端数処理を小数点以下切捨としているため、一部異なることがある。



Ａ－１．託送供給等収支の算定結果
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項 目 金 額
前期超過利潤累積額
（又は前期欠損累積額）(1) ▲360

当期超過利潤額
（又は当期欠損額）(2) 12

還元額 (3) ー
当期超過利潤累積額
（又は当期欠損累積額）
(4)=(1)+(2)-(3)

▲348

一定水準額 (5) 574
一定水準超過額 (6)=(4)-(5) ー

【ストック管理方式による超過利潤】
（単位：億円）

【想定単価と実績単価の乖離率】

 当期超過利潤累積額（又は当期欠損累積額）は、３４８億円の累積欠損となりました。
 また、想定単価と実績単価の乖離率（補正後）は、▲０.２１％となりました。

※１ 想定原価および想定需要量は2014年4月～2017年3月の合計
※２ 実績費用および実績需要量は2016年4月～2019年3月の合計

項目 金額等
想定原価※１ [億円] (1) 18,254
想定需要量※１ [億kWh] (2) 3,849
想定単価 [円/kWh] (3)=(1)/(2) 4.74
実績費用※２ [億円] (4) 18,261
実績需要量※２ [億kWh] (5) 3,877
実績単価 [円/kWh] (6)=(4)/(5) 4.71
乖離率 [%] (7)=((6)/(3)-1)*100 ▲0.63

１．乖離率（気温補正前）

項目 金額等
補正後実績費用 [億円] (8) 18,251
補正後実績需要量 [億kWh] (9) 3,858
補正後実績単価 [円/kWh] (10)=(8)/(9) 4.73
補正後乖離率[%] (11)=((10)/(3)-1)×100 ▲0.21

２．乖離率（気温補正後）
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Ａ－２．超過利潤（又は欠損）の発生要因

Copyright © CHUBU Electric Power Co.,Inc. All Rights Reserved. 5

実績収入
6,078億円

実績費用
6,066億円

想定収入＝想定原価
（6,085億円/年）

超過利潤
12億円

▲19億円
▲6億円

 当期超過利潤が発生した主な要因としては、実績収入が想定収入を下回っているものの、
故障分析結果に基づく設備の補修・点検周期の延伸化や工事の厳選実施に伴い、修繕費
や減価償却費などの設備関連費が減少したことによるものです。

※主な要因は、収入単価の高い低圧需要が、省エネの
進展などにより想定を下回ったことによります(下図参照)
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（参考）収入の推移および今後の見通し

（億円）

 収入については、至近年は、需要が自動車や半導体関連などの製造業が堅調であることから、回復・増加
傾向であるものの、中期的には、経済成長の鈍化、人口減少、省エネの進展等に伴う需要の減少により、
減少していくものと見込んでおります。

 今後、さまざまな関係者とも協調しながら、需要の減少抑制・拡大に向けて取り組んでまいります。

現状認識 対応の方向性

需要減少 需要の減少抑制
・需要の拡大

【要因】
•経済成長の鈍化
•人口減少
•省エネの進展 など

【取り組み例】
•電気自動車の普
及などモビリティの
電化(EV化)促進

•データセンターなど
の新規需要の開
拓・誘致

•新たなNWサービ
スの開発・提供
など

想定収入(=6,085)

対応が必要
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（参考）費用の推移および今後の見通し

（億円）

 費用については、至近年は、賞与水準の引き上げ、再エネ対応費用やスマートメーター導入促進などの増
加要因はあったものの、安定供給への影響も考慮したうえで、設備の補修・点検周期の延伸化などの効率
化を進めることで、想定原価や収入とほぼ同水準まで低減しております。

 今後、再エネ拡大に伴う接続・系統増強費用の増加等が見込まれるものの、安定供給への影響にも考
慮して必要な施策・投資は確実に実施しつつ、さらなる効率化の検討を進めることで、料金水準の上昇
抑制に努めてまいります。
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現状認識 対応の方向性

費用増加 費用増加抑制
・費用低減

【要因】
•再エネ拡大に伴う接
続・系統増強費用の
増加

•調整力量の増加
•高経年化対応費用
の増加

•配電分野における次
世代化機器の設置
費用の増加 など

【取り組み例】
•かいぜん推進による
生産性向上

•仕様統一化
•発注方法の工夫
•システム化・RPA化
•既存設備のスリム化
•コネクト＆マネージ拡
大による増強回避

•調整力の広域(市場)
調達 など

実績単価=実績費用÷実績需要量

対応が必要



Ａ－３．想定原価と実績費用の比較（費用変動の内訳）
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想定原価
(1)

実績費用
(2)

差異
(3)＝(2)-(1) 主な差異理由

費用合計 6,085 6,066 ▲19
(▲0.3%)

うち人件費・委託費等 1,547 1,672 125
(8.1%)  賞与水準引き上げ

うち設備関連費 3,121 2,855 ▲266
(▲8.5%)  設備の補修・点検周期の延伸化

【想定原価と実績費用の差異内訳】 （単位：億円）

（注）：括弧内は原価に対する増減率

２０１８年度の実績費用については、想定原価と比較して、人材確保や従業員のモチ
ベーション維持・効率化成果の一部を処遇へ反映することを目的に賞与水準を引き上げた
一方で、故障分析結果に基づく設備の補修・点検周期の延伸化などにより設備関連費が
減少した結果、１９億円下回りました。



Ａ－３．想定原価と実績費用の比較（人件費・委託費等）
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人件費・委託費等については、賞与水準引き上げによる一人当たり給与単価の増加に伴
う給料手当・厚生費の増加や数理計算上の差異償却額の発生に伴う退職給与金の増
加により、実績費用が想定原価を １２５億円上回りました。

（単位：億円）

項 目 想定原価
(1)

実績費用
(2)

差異
(3)＝(2)-(1) 主な差異理由

役員給与 2 5 3 役員報酬水準引き上げによる増
給料手当※ 756 829 73 賞与水準引き上げによる増

退職給与金 95 146 51 数理計算上の差異償却の差

厚生費 146 169 23 給料手当の増による法定厚生費
の増

委託費 471 441 ▲30 大規模なシステム開発が完了した
ことに伴う減

その他 77 82 5
人件費･委託費等合計 1,547 1,672 125
※ 給料手当には給料手当振替額（貸方）を含む

【人件費・委託費等の差異内訳】



Ａ－３．想定原価と実績費用の比較（設備関連費）
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設備関連費については、故障分析結果に基づく設備の補修・点検周期の延伸化などにより、
実績費用が想定原価を２６６億円下回りました。

（億円）

項 目 想定原価
(1)

実績費用
(2)

差異
(3)＝(2)-(1) 主な差異理由

修繕費 1,253 1,042 ▲211 設備の補修・点検周期の延伸化による減
（次頁参照）

賃借料 164 158 ▲6 社内パソコンをリースから購入に変更し
たことによる減

固定資産税 271 266 ▲5

減価償却費 1,259 1,191 ▲68 設備投資の減および償却進行による減

固定資産除却費 175 198 23 送電線地中化工事による増

その他 ▲2 ▲1 1

設備関連費合計 3,121 2,855 ▲266

【設備関連費の差異内訳】



Copyright © CHUBU Electric Power Co.,Inc. All Rights Reserved. 11

（参考） 設備の補修・点検周期の延伸化の取組事例
当社ホームページ ２０１８年度 経営効率化への取り組みと経営の概況より抜粋

2016年度事後評価にてご紹介済

削減効果：▲3億円/年



Ａ－４．実績費用の経年変化
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２０１８年度の実績費用については、２０１７年度と比較して、４１億円減少しました。

2017年度
実績
(1)

2018年度
実績
(2)

差異
(2)－(1)

費用合計 6,107 6,066 ▲41
(▲0.7%)

うち人件費・
委託費等 1,668 1,672 4

(0.2%)

うち設備関連費 2,923 2,855 ▲68
(▲2.3%)

【実績費用の差異内訳】

（注）括弧内は原価に対する増減率

設備関連費
2017年度
実績
(1)

2018年度
実績
(2)

差異
(2)－(1)

修繕費 1,074 1,042 ▲33

賃借料 156 158 3

固定資産税 266 266 ▲0

減価償却費 1,208 1,191 ▲16

固定資産除却費 220 198 ▲21

その他 ▲1 ▲1 ▲0

合計 2,923 2,855 ▲68

人件費・委託費等
2017年度
実績
(1)

2018年度
実績
(2)

差異
(2)－(1)

役員給与 4 5 1

給料手当※ 816 829 14

退職給与金 96 146 50

厚生費 165 169 4

委託費 497 441 ▲57

その他 90 82 ▲8

合計 1,668 1,672 4
※ 給料手当には給料手当（貸方）を含む

（億円）
（億円）

（億円）
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コスト ＝ 物量 × 単価（ 資材代 ＋ 工事代 ）
＜効率化・コストダウンに向けた主な取組み例＞

短期

設備
形成

• 更新周期の延伸(最適化)
• 設備形成の合理化
（具体例は１５頁を参照）

• 仕様の簡素化・標準化
• 新型品の導入
• 調達の工夫(共同調達等)

• 新工法の採用
• TPSによるかいぜん
（具体例は１４頁を参照）

• 調達の工夫(競争化等)
保守
運用

• 点検周期の延伸(最適化)
• 保全レベルの見直し(最適化)
• 事後保全化

• 同上 • 同上

撤去 • 撤去時期の延伸(繰延) • － • 新工法の採用
業務 • TPSによるかいぜん • － • －

長期

設備
形成

• 設備スリム化
• 系統制御の高度化
• 設備管理等高度化

• 仕様の簡素化・標準化(拡
大・次世代機器の統一化)

• 新型品の導入
• 調達の工夫(パートナーシップ
強化による原価低減)

• 新工法の採用
• TPSによるかいぜん
• 調達の工夫(パートナーシップ
強化による原価低減)

• (設計等)一部直営化
保守
運用

• 設備管理等高度化、系統制御の高度化
• 設備スリム化
• 撤去計画を踏まえたノーメンテナンス

• 同上 • 同上

撤去 • 撤去計画を踏まえた時期の最適化 • － • 新工法の採用
業務 • システム開発

• TPSによるかいぜん • － • －

効果の発現時期や要する期間で区分

 物量および単価(資材代・工事代)の両面から経営効率化・コスト低減に向けた取組を進めてまいります。

Ｂ－１．経営効率化に向けた取組状況（取組の方向性）



02Ｂ－１．経営効率化に向けた取組状況（新規効率化事例１／２）
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停電時間削減のイメージ

従来の停電作業
（約210分）

見直し後の停電作業
（約22分）

作
業
時
間

・停電作業外で実施可能な
作業の事前作業化
・同時並行作業
他

アイボルト外し、化粧ボルト外し
(事前作業)

変圧器塔扉外し
(同時並行作業)

 ２０１７年４月から、一層の生産性向上を推進するため、外部専門家支援のもと、トヨタ生産方
式の導入や他社効率化事例を参考に、日々効率化に向けた取組みを実施しています。

地上機器リプレースの効率化
 従来の地上機器（変圧器塔）の取替については、長時間の停電作業（約2１0分）が必要であり、停電
工事に対するお客さまのご理解を得ることが困難でした。

 そこで、停電作業時間の短縮を目的に、安全性を確保したうえで従来の取替作業工程の見直し（事前作業、
同時並行作業の実施等）に取り組んだ結果、停電作業時間の大幅な削減を実現しました。

 停電作業時間が短くなったことでお客さまのご理解を得られやすくなり、無停電での工法に比して安価な停電工
事を選択できる機会が増加しております。

（停電時間削減：▲90%、工事費削減：▲11百万円／年）



Ｂ－１．経営効率化に向けた取組状況（新規効率化事例２／２）
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梯子

ケーブル布設用金物

ケーブル

接続箱

マンホール概要図
【梯子】
（従来）入出孔のために梯子を常設しており、

設備に損傷があった場合、補修・取替を実施

（見直し後）入出孔の際には、持ち運び可能な梯子を
使用することで新設時の設置費用および
常設設備の補修・取替費用を削減

▲11百万円/年

【ケーブル布設用金物】
（従来）工事の際に使用したものを残置し、故障発生時の

対応（ケーブル布設）に備え補修・取替を実施

（見直し後）短時間で取付可能なケーブル布設用金物
（新規採用品）を使用することで、常設
設備の補修・取替費用を削減

▲14百万円/年

可搬型設備の採用による設備形成の合理化

例：持ち運び可能な梯子

Copyright © CHUBU Electric Power Co.,Inc. All Rights Reserved.

 従来、マンホール毎に常設してある付属品において、錆や破損が発見された場合、取替を実施しておりました。
 ２０１８年度より、付属品の使用頻度および使用時期を考慮して、持ち運び可能な代替品を採用し、設備形
成の合理化を行うことで、新設時の設置費用や補修・取替費用を削減しております（▲25百万円/年）。
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項 目 同様の取組を
実施

未採用
(導入可否検討中)

人件費の削減 １ ー

調達の合理化
発注方法の効率化 ６ ー

仕様・設計の汎用化・標準化 １ ー

工事内容の見直し 新材料・新工法の利用 ８ １※

設備保全の効率化
点検周期の延伸化等の効率化 ４ ー

取替時期の延伸等の効率化 ３ ー

合計 ２３ １

（参考）経営効率化に向けた取組状況（他社事例の検討状況）

●２０１７年度事後評価等における他社効率化の取組に対する当社の取組状況は、下表のとおりです。

※ 「22kVポリマーがいし（九州）」：現在、調達コストや施工性などの観点から導入検討を行っております。

「2016年度他社効率化事例」の当社取組状況としては、未採用であった、以下の２事例について本格導入開始
アーム補強金物の開発(▲1.0億/年)、変圧器取替工事の効率化（▲0.7億/年）



Ｂ－２．調達の状況（調達改革ロードマップ３品目の取組状況）

Copyright © CHUBU Electric Power Co.,Inc. All Rights Reserved. 17

 ２０１９年３月末に、設備の調達改革（設備仕様の統一やそれを踏まえた調達方法の工夫）を通じ、既
存ネットワークコストの削減に向け取り組んでいくこととし、「調達改革ロードマップ」を公表しております。

 ２０１９年度中に完了を目指すこととしていた「設備仕様の統一」に対する進捗状況としては、全ての品目に
おいて、全電力大での調整が完了しています。

 設備仕様の統一などを踏まえ、メーカーの製造効率向上に資する発注施策（複数年契約、早期発注）や他
電力との共同調達など様々な発注施策を組合せた調達戦略を展開し、コスト削減を目指してまいります。

【調達改革ロードマップの進捗状況】
対象品目 設備仕様の統一状況 調達方法の具体的な取組内容・施策（例）

架空送電線
ACSR/AC

(約2億円※)

全電力大でACSR系電線を
ACSR/ACに統一するための調整が
完了

• 競争環境の強化を目的とした新規取引先開拓
（１社開拓済）

• メーカーの生産均平化による製造効率向上を目
的とした早期発注

ガス遮断器
66kV・77kV
(約3億円※)

全電力大で各社個別仕様を統一する
ための調整が完了

• 他電力との共同調達
• 併せて、競争環境の強化を目的とした新規取引
先開拓（継続的に開拓中）

地中ケーブル
6kVCVT

(約8億円※)

全電力大で各社個別仕様を統一する
ための調整が完了

• 他電力との共同調達
• メーカーの生産均平化による製造効率向上を目
的とした早期発注

※( )内の金額は、年間の調達規模額
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（参考）今後の調達の工夫に向けた取組み
当社ホームページ 調達改革ロードマップより抜粋
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（参考）２０１８年度 調達の工夫取組実績
当社ホームページ 調達改革ロードマップより抜粋
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Ｂ－２．調達の状況（代表５品目の仕様統一状況）
 各品目における課題と、これまでの課題に対する取組みおよび進捗は下表のとおりです。

Copyright © CHUBU Electric Power Co.,Inc. All Rights Reserved.

品目 規格等 課題 現状と今後

鉄塔

○ 鉄塔材は、電気設備の技術基準において、JIS
材を使用することが定められている。

○鉄塔は下記の規格等により設計。
・電気設備の技術基準（経済産業省）
・JEC-127「送電用支持物設計標準」
（制定：1965年、至近改正：1979年）

○耐震設計について、全電力大での統一を図
るべく、JEC-127 「送電用支持物設計標
準」を改訂する。

○2017年度より、送電用支持物設計標準特別委員
会及びJEC-127本改正作業会を設置し、2020年
度の規格改定に向けて、全電力で検討を実施中。

電線
○ 下記の規格に基づき、仕様を制定。
・JIS C 3110「鋼心アルミニウムより線」
・JEC-3406「耐熱アルミ合金電線」
・JEC-3404「アルミ電線」

○スケールメリットを出すため、全電力大で
ACSRとACSR/ACの集約を検討する。

○超高圧送電線の付属品について、全電力
大で仕様統一を検討する。

○ACSR、ACSR/ACをACSR/ACに集約することで調
整が完了した。

○超高圧送電線の付属品の一部について、仕様統一
することとした。

○その他の超高圧送電線の付属品についても、実施可
能性を調査する。

○鉄塔の設備更新に合わせて、標準電線を採用し、仕
様の統一化を進める。

ケーブル
○下記の規格（電力用規格）に基づき、仕様を
制定。

・A-216「22･33kV CVケーブル規格」
・A-261「66･77kV CVケーブル規格」
・A-265「154kV CVケーブル規格」

〇同一仕様の154kV CVケーブルを採用して
いる他電力およびメーカと標準規格制定を検
討する。

○全電力大で154kV CVケーブル付属品の標
準化を進める。

〇154 CVケーブルの標準規格制定が完了した。
○154kV CVケーブル付属品の規格について、各社仕
様の現状把握を実施した。今後、実施可能性につい
て調査する。

変圧器
○下記の規格に基づき、仕様を制定。
・JEC-2200「変圧器」
・JEC-2220「負荷時タップ切替装置」
・JEC-5202「ブッシング」
・JIS C 2320「電気絶縁油」

○ブッシングの仕様について、全電力大で仕様
統一を検討する。

○66・77kVクラスについて、全電力大で付帯
的な部分の仕様統一を検討する。（本体は
JECに準拠済み）。

○ブッシングについて仕様統一することとし、JECを改訂し
た（2019年６月発行）。

〇66・77kVクラスについて、付帯的な部分も仕様統一
することとした。今後、上位の電圧階級への展開可否
について検討する。

コンクリート柱

○下記の規格に基づき、仕様を制定。
・電力用規格C101プレストレストコンクリートポール
・JIS A 5373プレキャストプレストレストコンクリート
製品
・JIS A 5364プレキャストコンクリート製品−材料
及び製造方法の通則

○技術面・品質面等も考慮しつつ、仕様統一
や仕様の見直し等を通じたトータルコストのさ
らなる低減について検討する。

○メーカーにおける生産性向上やスケールメリットの拡大
を目指し、全国大で試験内容、付属品および表示等
の統一検討する。

○コンクリート柱のラインナップ統廃合を検討する。
○今後は、他社の状況把握に努め、技術面・品質面等
も考慮した仕様統一や調達の工夫による、トータルコ
ストのさらなる低減の可能性を検討していく。
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物品 工事

2018年度実績 内訳

※１）2012年度、2013年度は中部電力全体。
※２）2014年度以降は、送配電部門の競争発注比率
※３）変電の2014年度、2015年度には、組織上一体運営していた

発電（水力）部門の実績を含む

送電部門 26％ 26％ 32％ 33％ 35％
変電部門 35％ 38％ 47％ 43％ 68％
配電部門 23％ 32％ 31％ 30％ 29％

送電部門 57％ 35％

変電部門 76％ 37％

配電部門 75％ 7％

 競争発注については、順次拡大を図っております。２０１９年度においては、昨年度掲げた「２０２０年度
までに競争発注比率50％」の目標に対して、他社の取組事例も参考にしつつ、競争発注比率が低位であっ
た送変電工事分野や配電工事分野について発注方法を見直す（施工力確保とコスト削減の両立を志向し、
早期発注等を導入）ことなどにより、１年前倒しでの達成を見込んでおります。

 今後も引き続き、競争環境の拡大・強化に取り組んでまいります。

Ｂ－２．調達の状況（競争発注比率の推移）

②配電部門の競争拡大にむけた取組み
（23ページにてご紹介）

①新規取引先の開拓
（22ページにてご紹介）
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 取引先について、継続的に新規開拓を行っており、２０１８年度における新規取引先の増加数は、
２０１５年度比で、計９９社・調達品目単位での延べ増加数は１８４社となっております。

 例えば、配電用資機材の一品目においては、新規取引先が受注（シェアを獲得）したことなどによ
り、震災前比▲１９％のコスト削減となっております。

Ｂ－２．調達の状況（①新規取引先の開拓）

34
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取引先増加数 調達品目単位での増加数（延べ）

新規取引先数（2015年度比） 【イメージ】 新規取引先の受注シェア
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 配電工事については、これまで、机上管理業務と施工を一体で発注しておりました。
 今後は、机上管理業務と施工を分離することで、域外の他電力会社で実績のある工事会社や
地元工事会社などの参入促進を図ってまいります。

 なお、上記の競争効果を高める取組みに加え、工事費を下げるための取組として、トヨタ生産方式
によるかいぜん活動等を通じ、安全性を確保しつつ、工事内容の効率化についても検討しております。

既存
工事会社

域外
工事会社

域外
工事会社

地元
工事会社

Ｂ－２．調達の状況（②配電部門の競争拡大に向けた取組）

取 組 内 容
• 机上管理業務の内製化（直営化を志向）により、参
入障壁を緩和し、競争環境を整備

取組にあたっての課題
• 机上管理業務と施工の分離

現 状
• 新規取引先候補の工事会社は、各種申請書作成等
の机上管理業務のスキルを有していない
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 昨年度の事後評価において、「調達単価が高い可能性がある」とご指摘を受けた「鉄塔」につきまして、
調達に関する当社の取組状況をご紹介いたします。

 物品分野においては、取引先の早期材料手配による原価低減・生産効率の向上を期待し、概算重量で
の早期発注を実施しております。

 工事分野においては、取引先との協働やトヨタ生産方式によるかいぜん活動等を通じた作業・工程の効率
化により、更なるコスト削減を志向してまいります。

Ｂ－２．調達の状況（鉄塔の調達に関する取組）

調達方法の工夫

通
常
発
注

早
期
発
注

本
発
注

本
発
注

早
期
発
注

納
入

納
入

将来の物量が不明確な
ため、事前準備が困難

・本発注を受けてから
設計、材料の手配を
していては間に合わない
・生産ラインが埋まっている

将来の受注見通しに
基づき、他案件と抱き
合わせて、原材料調
達の準備が可能

・生産ライン構築
・必要な人員確保

・効率的な原材料手配
による原価低減
・生産効率の向上

・受注意欲の増加
・コスト削減に向けた社内体制の構築
⇒安定調達・コストダウンの両立

調達単価(物品費・工事費)削減に向けた取組
項目 実施・検討内容

物
品
費

〇物品の早期発注

○デジタル技術の活用による検査業務の省略
3D-CADを活用することで、立体的に嵌合性
を確認できるため、工場での組立検査を省略

○鉄塔付属品の取付箇所の見直し
部材連結の為のボルトが緩まないような金具の
取付箇所の精査による減

工
事
費

○かいぜん活動の実施
・基礎鉄筋の結束作業を人力作業から機械化

等
＜現在、取組中＞

2016 2017 2018

上記などの取組みにより、
2016年度と比較した場合
１億円程度/年のコスト削減

・非効率な生産体制での対応
・コスト高止まり(辞退の可能性も）
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Ｃ－１．高経年化対策全般

当社は、個々の設備の劣化状況等に基づき、先行き10ヶ年の設備投資計画を策定しておりますが、今後、
高度成長期に大量に施設された設備の経年劣化が進み、長期的には改良工事の物量が増大するリスク
を認識しております。

 このため、アセットマネジメントシステム※の開発を進め、全社の設備データの状況把握、データベース化を
行い、長期的な設備更新の最適化・平準化の検討を進めてまいります。

※運用開始は、配電部門2020年7月、送変電・通信・建築部門2022年4月を目指し、現在、仕様検討中です。

個別設備レベルでの最適化・平準化

系統全体レベルでの最適化・平準化

設備診断に基
づく最適化・平
準化(コストやリ
スク等を考慮し、
使えるものは更
新を先延ばし)

系統全体の許
容リスクを考慮し、
重要な設備は
前倒しも考慮し、
重要でない設備
はさらに先延ばし

アセットマネジメントで実現したいこと
（流通設備更新の最適化・平準化）

工事
巡視
点検

遠隔監視
etc

設備(状態)
データ

不具合
データ

送配電部門
全体の

データベース
(モノ)

デ
ー
タ
分
析
・
リ
ス
ク
評
価

設
備
投
資
・
更
新
計
画

（
投
資
の
最
適
化
・
平
準
化
）

設備データ等
の収集・蓄積

設備保全計画etc

研究結果
需要家(負荷)

データ

スマートメーター

IoT（センシング等）の活用等
AIの活用等

アセットマネジメントのイメージ

Copyright © CHUBU Electric Power Co.,Inc. All Rights Reserved.

個別設備レベルや系統
全体レベルでの長期的な
最適化・平準化を検討

現状

長寿命化
重要設備
前倒し

＜検討イメージ＞

20 40 60 80 100 年

数量
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項目 課題 至近の取り組み

鉄塔
塗装（鉄塔寿命
の延命化）の確
実な実施

鉄塔塗装の下塗り後、上塗りま
での乾燥に１日要しており、天
候等により作業が遅延する場合
がある。

2019年度より速乾性の高い新塗料を採用す
ることで、塗装の下塗り・上塗り作業が1日で
実施可能となり、計画どおりの施工を可能とし
た。

電線

電線の高耐食化 腐食環境が著しく厳しい地域で
は、張替周期が短くなる。

他社で使用実績のある高耐食電線の適用検
討を開始。

劣化評価
ACSR/ACは、腐食環境が著しく
厳しい地域を除き、顕著な劣化
兆候がみられておらず、寿命の
想定ができていない。

他工事等で撤去した際には、劣化評価・デー
タ蓄積を実施中。
（これまでの調査数169本）

ケーブル 劣化評価
遮水層有りのCVケーブルは、こ
れまで顕著な劣化兆候がみられ
ておらず、寿命の想定ができてい
ない。

2018年度より他工事等で撤去した際には、
劣化評価・データ蓄積を全国大で実施中。
（これまでの調査数8本）

コンクリート柱 劣化評価
1984年製以前のコンクリート柱
において剥離事象が発生してお
り、現地補修にて対応可能か建
替えが必要か判断基準がない。

2018年度より補修の適用範囲を明確にする
ために研究を実施中。2021年度より研究結
果を反映し、計画的な改修を実施予定。
(詳細は次頁参照)

Ｃ－１．高経年化対策の取り組み状況

Copyright © CHUBU Electric Power Co.,Inc. All Rights Reserved.
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事象発生

発生原因の把握
・コンクリート剥離の発生原因を研究により
解明

鉄筋コンクリート柱の
コンクリートが剥離

現在、不具合事象の分析を行うとともに研究を行い、不具合事象の発生メカニズム解明しております。
解明中ではあるものの、改修の蓋然性が高いと想定されることから、現時点の分析・研究の結果を基に、改修計画を立案しております。
今後は、更に研究を進め、より精緻化（重要度が低い設備の改修時期を延伸）した改修計画の立案に取り組んでいきます。

改修計画

【剥離発生のメカニズム】

不具合

原因究明

計画策定

更なる
精緻化

製造原因によりコンクリート
合わせ目に脆弱層が成形

脆弱層に雨水や酸素が浸透

鉄筋が錆腐食・膨張し、ひび
割れが発生

コンクリートの付着強度が
低下

コンクリートの剥離落下

改修計画の立案
・コンクリートの剥離が多く発生している
旧仕様電柱の建替計画を立案

事象の分析
・旧仕様電柱における型枠合わせ目付近
にて多く発生
・新仕様電柱は製造方法の改善によりコン
クリートのひび割れ発生を抑制

改修計画の精緻化
劣化評価
・施設環境や劣化状況などによる付着力の
違いを評価することで改修計画を精緻化

【評価イメージ】

【改修計画の精緻化イメージ】

精緻化

雨水
酸素

ひび割れ発生
脆弱層

鉄筋

分析・研究(2018年度～)

＜柱断面＞

・錆腐食・膨張の進行が遅い地域の柱やひ
び割れが少ない柱などの改修計画を延伸

（参考）コンクリート柱の高経年化にかかる設備更新計画
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Ｃ－１．高経年化対策（鉄塔）
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計画

 高経年設備の増加に伴い、今後１０年間では、至近年の更新物量の１.５～２倍程度の増加
していく計画としております。

 巡視・点検結果等を反映した適切なメンテナンス（鉄塔防錆塗装等）により、延命化を図ること
で、工事量の平準化に努め、計画的に建替を実施してまいります。

 増加する工事量に対応するため、必要な施工力の確保にも努めてまいります。
実績

2019年から2021年は個別件名の積上げによる計画を立てており、
2022年以降は、設備更新が必要な物量を見極めながら、
130基/年程度の建替を実施していく計画を立てております。
投資規模としては、架空送電設備工事全体※1で、170億円/年程度
と想定しております。（金額は工事内容等によって変動いたします。）
※1工事全体とは、鉄塔建替および電線張替等を含みます。

９ヶ年計画比較
（2019-2027年度）

前回値 今回値

1,044基 1,049基
（+5基）

※上記は、鉄塔の建替基数（市街化などに伴う支障移設・高上げ工事を含む）を示す。
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Ｃ－１．高経年化対策（架空送電線）
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（km）

 経年で腐食(錆)が進行することで引張強度が低下するため、撤去品の発錆や強度低下の状態を確
認したうえで、張替時期を推定（概ね７０～９０年程度）して計画を立案しており、高経年設備
の増加に伴い、今後１０年間では、至近年の更新物量に比べて増加(１８０km/年)していく計
画としております。

 撤去品調査や巡視・点検結果等に基づき、劣化更新時期を見極め、工事量の平準化を図り、計
画的に張替を実施してまいります。

 増加する工事物量に対応するため、必要な施工力の確保にも努めてまいります。
計画実績

2019年から2021年は個別件名の積上げによる計画を立てており、
2022年以降は、設備更新が必要な物量を見極めながら、
180km/年程度の張替を実施していく計画を立てております。
投資規模としては、架空送電設備工事全体※1で、170億円/年程度
と想定しております。（金額は工事内容等によって変動いたします。）
※1工事全体とは、鉄塔建替および電線張替等を含みます。

９ヶ年計画比較
（2019-2027年度）

1,595km 1,603km
（+8km）

前回値 今回値
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Ｃ－１．高経年化対策（地中ケーブル）
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（km）

 今後１０年間では、外部からの水分の侵入により故障に進展する恐れがある、遮水層なしのＣＶ
ケーブルを中心に、４０km/年程度の張替を実施していく計画としております。

 撤去品調査や巡視・点検結果等に基づき、劣化更新時期を見極め、工事量の平準化を図り、
計画的に張替を実施してまいります。

計画実績
９ヶ年計画比較

（2019-2027年度）

339km 342km
（+3km）

前回値 今回値
2019年から2021年は個別件名の積上げによる計画を立てており、2022年以降は、設備更新が必要な物量
を見極めながら、遮水層なしCVケーブルを中心に、
40km/年程度の張替を実施していく計画を立てております。
投資規模としては、地中送電設備工事全体で、25億円/年程度と想定しております。（金額は、工事内容等
によって変動いたします。）



Ｃ－１．高経年化対策（変圧器）

Copyright © CHUBU Electric Power Co.,Inc. All Rights Reserved. 31

0

5

10

15

20

25

30

35

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

前回値 実績値 今回値

※上記は、変圧器の取替台数を示す

 経年によりコイル絶縁紙の劣化、内部での放電・加熱による異常ガスの発生、油密性能の劣化によ
る漏油などの不具合が発生するため、今後１０年間では、至近年の更新物量の１.５倍程度の
増加していく計画としております。

 撤去品調査や巡視・点検結果等に基づき、劣化更新時期を見極め、工事量の平準化を図り、
計画的に取替を実施してまいります。

実績 計画（台）

2019年から2021年は個別件名の積上げによる計画を立てており、
2022年以降は、設備更新が必要な物量を見極めながら、
33台/年程度の取替を実施していく計画を立てております。
投資規模としては、70億円/年程度と想定しております。（金額は、
工事内容等によって変動いたします。）

９ヶ年計画比較
（2019-2027年度）

281台 279台
（▲2台）

前回値 今回値

期ズレの発生
2016→2017、2018
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Ｃ－１．高経年化対策（コンクリート柱）

※上記は、コンクリート柱の建替本数を示す

 コンクリートの劣化剥離事象が多く発生しているため、研究等による知見を踏まえ、今後１０年間
では、建替対象を厳選した上で、 ２０２１年から更新する計画としております。

 巡視・点検結果の反映による建替対象の見極めや、現地補修の導入等による建替時期の延伸化
により、工事量の平準化を図り、計画的に建替を実施してまいります。
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（千本）

お客さま要請工事などによる同調取替(前回値)
お客さま要請工事などによる同調取替(実績値)
お客さま要請工事などによる同調取替(今回値)実績 計画

劣化剥離事象の研究や現地補修の導入等により
建替時期の延伸や建替対象の見極めを実施

前回値 今回値

９ヶ年計画比較
（2019-2027年度）

135
千本

135
千本

44
千本

44
千本

不良による単独取替(前回値)
不良による単独取替(実績値)
不良による単独取替(今回値)

2021年から、劣化剥離事象が発生する可能性がある
コンクリート柱について、5千本/年程度の建替を実施していく計画を立
てております。
建替工事全体の投資規模としては、150億円/年程度と想定しており
ます。（金額は、工事内容等によって変動いたします。）
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(億円)

（参考）流通設備(送電・変電・配電設備)投資額の推移
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2011年9月21日
台風15号 2012年6月19日

台風4号
2012年9月30日
台風17号

2018年9月4日
台風21号
2018年9月30日
台風24号

2018年9月4日
台風21号
2018年9月30日
台風24号

２０１８年度は、台風２１号・２４号の影響により、停電回数・停電時間ともに大きく
増加しております。
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Ｃ－２．安定供給（停電回数、停電時間）
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非常災害発生時の体制の整備
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（参考）安定供給（災害対応状況）

設備復旧の体制 応援要員の体制整備等
➡早期復旧体制の構築

復旧支援システム・モバイル
➡現場状況把握の高度化

ドローン巡視
➡車両侵入不可箇所対応

お客さまへの情報発信 停電情報の詳細化等
➡情報発信力の強化

他電力コールセンターと連携等
➡電話対応力の強化
情報発信アプリの機能拡大
➡情報発信基盤の強化

自治体等との連携 自治体等と平時からの連携等
➡外部連携力の強化

事業場の後方支援体制の構築
➡現場混乱の回避

事前伐採協議
➡効果的手段の全社展開

～2018【アクションプランの概要】 2019 2020年代

着実に実施するレジリエンス強化

アクションプランの実行

情報の発信

他電力

外部機関

お客さま

自治体

応援派遣

資機材の融通
ﾎｯﾄﾗｲﾝ 情報共有・連携

社内復旧
体制強化

 ２０１８年度の自然災害を踏まえ、「設備復旧の体制」「お客さまへの情報発信」「自治体等との
連携」の３つを主要課題とし、アクションプランを設定・実行しております。

 非常災害時の体制を明確化し、非常災害に備え平時から意見交換・共有を行うことで、自治体等
との連携強化に取組んでまいります。
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設備復旧の体制（システム支援）

 ２０１９年度においては、復旧支援システムの整備による設備復旧体制の強化や、情報発信アプ
リの機能拡大によるお客さまへの情報発信の強化を図っております。

お客さまへの情報発信
（１）情報集約の自動化・共有化［2019.4運用開始］

（２）現地情報のリアルタイム共有［2019.8運用開始］
紙帳票による手作成 現地情報のリアルタイム共有が可能に

シ
ス
テ
ム
化

シ
ス
テ
ム
化

TOP画面
停電情報の
プッシュ通知
（地域単位）

停電地域を地図上で
色塗りして表示

情報アプリの機能拡大［2019.１運用開始］

（参考）安定供給（新規取組状況）
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